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●前島　るり　議員
	・　小中学校で行われる「生い立ち」や「家族」を考える授業について


●小・中学校では、赤ちゃんや幼児のときの写真を持ってきて、学校で思い出のアルバムをつくったり、子ども自身の生い立ちなどを振り返る。さらには、２分の１成人式といって、10歳のときに、これまでの成長過程を考えるような発表会をクラスで行うといった授業もあるようですが、これらの授業について、現在、市内では何校で、何時間程度行われているのでしょうか。また、具体的にどのような内容の授業が行われているか、お伺いいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　全ての小学校で自分の成長を振り返る授業として、第２学年の生活科で27時間、第５学年の家庭科で２時間実施しております。また、全ての中学校で、自分の成長と家族や家庭生活を考える授業として、家庭科で８時間程度実施しております。このほか総合的な学習の時間で取り上げている学校もございます。具体的には、小学校でできるようになったことを発表したり、今後の目標を考えたりする授業を行っております。また、学校によりましては、幼稚園児や保育園児と触れ合う活動を通して自己の成長を実感させたり、学年の初めに書いた文字と学年の後半で書いた文字とを比較することで成長を捉えさせたりするなどの学習を行っております。中学校では、自分の成長を振り返ったり、支えてくれた家族や周囲の人々とのかかわりを考えたりしながら、家庭の働きについて理解していく授業を行っております。なお、写真を活用するかどうかにつきましては、各学校の実態に応じて判断しております。
●上尾市には養護施設が１つあり、ここには小学生が７人、中学生も７人いて、全員市内の学校に通学しています。また、県中央児童相談所に確認したところ、児童相談所から里親さんに委託されている里子が４人、ファミリーホームといって家庭環境を失った子どもを里親や児童養護施設職員など経験豊かな養育者が、その家庭に向かい入れて養育している児童が６人いるそうです。里子さんとファミリーホームで暮らすお子さんたちは、全員が学齢期というわけではありませんが、既に高校生になっている方は小・中学校でこのような授業を経験されているということになりますし、未就学の子どもたちについても、今後こういった授業を受ける可能性があるということになります。そこで、これらの児童生徒が通っている学校でも同じような授業が行われているのか、お伺いいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　自分の成長を振り返るなどの授業につきましては、学習指導要領に位置付けられており、全ての小・中学校で取り扱うこととなっております。
●埼玉学園は、何らかの事情で家庭に暮らすことのできない子どもたちが、寮生活をしながら、同じ敷地内にある東小学校の向原分教室と東中学校の向原分校に通っています。中学校を卒業しても家庭に帰ることが難しい場合は、寮から高校に通ったりしている生徒もいるということでした。学園のお話では、課題のある家庭環境で育った子どもたちにとって、過去を振り返ることが精神的負担になる場合もあるため、家族や家庭に関する授業は特に行っておらず、むしろ未来に向かってどのように考えるかという方向性で行っているというお話でした。同じ義務教育の中の授業であっても、子どもの家庭環境に配慮し、こういった授業が行われていないことが分かりました。そこで、学習指導要領では、これらの授業の位置付け、またはどのように授業を行うべきであるとしているかお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　小学校学習指導要領の位置付けは、生活編で自分自身の成長を振り返り、意欲的に生活することができるようにするとされています。また、中学校学習指導要領の位置付けは、技術・家庭編で自分の成長と家族や家庭生活とのかかわりについて考えることと示されております。なお、活動によりましては、プライバシーの保護に留意するとともに、それぞれの家庭の事情や生育歴、家族構成などに十分配慮することと示されております。
●今お配りしております表は、生活に困難を抱えていると思われる児童生徒の数値について、提供していただいたものです。表の１は、市内の小学生と中学生の28年12月10日現在の数値で、合わせて１万7,325人、次に表２をご覧ください。生活保護家庭に暮らす小・中学生は111人、生活保護には至りませんが、収入が一定の要件より低く、給食費などを免除されている準要保護家庭の小・中学生は1,695人いて、生活保護と合わせると1,806人、これは全児童生徒数の１割強という数字になります。次に、表の３は、児童扶養手当の受給者数、これはひとり親家庭で、一定の要件より収入の低い方などに受給するものです。その下は、ＤＶ家庭の相談数値です。これは相談件数であり、１人の人が複数回相談していることもありますので、単純に数字だけ見て分析することはできませんが、これらＤＶ家庭にも多くの子どもたちが生活していることが推測でき、非常に心が痛むところです。表の５は、上尾市内の児童虐待の相談及び通告件数で、これも複数回相談されている場合も含みます。さらに、表６は、先ほどの質問でもお話しさせていただきました里親や施設などで生活している児童生徒の数です。どの数値も非常に大きいものと感じます。もちろん大変な環境であっても、十分な愛情を受け育っているお子さんは、たくさんいらっしゃいます。また、経済的に苦しいからといって、不幸とも限りません。反対に、一見何の問題もないように見える家庭でも、大きなストレスを抱えていることもあり、数字だけでは見えてこない子どもたちの複雑な生育環境がうかがえます。教育委員会では、この表にあらわれた数値をどのように受け止められますでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　生活に困難を抱えていると思われる児童生徒が相当数いることにつきましては、深刻に受け止めております。
●教育委員会や各学校では、児童福祉という立場から児童生徒の家庭環境や抱える課題について調査研究していらっしゃるのでしょうか。また、これら授業のあり方について、話し合いなどを持っておられるのでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　各学校では、年度当初に家庭の基本的な情報や家庭訪問などを通して状況を把握するよう努めております。また、各学校で指導する教員が、児童の実情に十分配慮した授業が展開できるように指導方法の工夫改善について検討しております。
●授業の持ち方については、各学校や学年で話し合っているというご答弁でした。しかし、こういった子どもたちの心に関する重要な授業は、各学校や学年の裁量に任せておくだけでなく、市の教育委員会として、こういうやり方でいこうという共通認識のもと、どの学校でも一定の基準のもとに行われるべきではないかと考えます。今後の取り組み、対策について具体的にお答えいただければと思います。
〇学校教育部長（今泉達也）　上尾市教育委員会といたしましては、各学校で学習指導要領の内容を踏まえ、児童生徒一人一人の実情や家庭環境に十分配慮した授業ができるよう一層働きかけをしてまいります。
●先ほどの市内における児童生徒の生活状況についての数値を見ても、子どもたちが厳しい環境で育っていることは明らかです。子どもが多くの時間を過ごすのは学校ですが、子どもたちは学校という枠の中だけでは支援し切れない厳しい状況にあることは、ご周知のとおりです。このような状況の中で、教育行政もただ単に学校教育にとらわれず、児童福祉という視点を持って教育のあり方を考えることが必要であると考えます。そこで、これら子どもを取り巻く状況と教育のあり方について、上尾市教育長のご見解を伺います。
〇教育長（池野和己）　学校は社会の縮図であると言われておりますけれども、子どもたちを取り巻く状況は、社会の変化を反映いたしまして大きく変容しております。少子化、高齢核家族化、また高齢化といった社会の変化に伴って、地域社会は、その教育力の低下が指摘されているのが現状でございます。この地域の教育力の低下が、学校への期待をますます増大させるとともに、また家庭単位での子育ての負担をそれだけ増加させる起因となっているのも、また事実でございます。また、さらに共働き家族の増加、また離婚率の増加などによりまして、ひとり親家庭の増大も子どもたちの健全な成長には重大な影響を及ぼしております。経済状況などの家庭に起因する影響、子ども自身の努力ではいかんともしがたい生まれ育った環境の違い、こうしたものに左右すれることなく、子ども一人一人が自己実現を図ることのできる質の高い教育を受けられる教育環境を整えることが、今求められております。そうしたことから、前島議員さんご指摘のとおり、教育に当たる全ての関係者が、児童福祉の視点を大切にしていくことは大変意義あることと存じます。今後、児童生徒一人一人の家庭状況をはじめとして、その取り巻く環境の違いに、これまで以上に配意しつつ、学級集団を中心として、さまざまな集団の中で友達やかかわりを持つ人たちから、自分は役立つ価値ある存在であると感じられる、いわゆる自己有用感を育むことのできる教育を推進してまいります。そして、全ての子どもたちが、夢と希望を持って成長していけるよう、学校、家庭、関係団体、関係機関の連携を強化して、創意工夫を凝らした特色ある教育の充実に努めてまいりたいと存じます。
●道下　文男　議員
	・　ＥＱ教育活用による教育・人材育成について


●ＩＱの知能指数に対して、ＥＱとは心の知能指数を指し、心の知能を測定する指標であります。心の知能というのは、自分や他人の感情を知覚し、また自分の感情をコントロールする知能を指します。ＥＱの高い人とは、自分の感情を正しく知り、自分の感情を管理、統制し、前向きに動機付けていき、他人の気持ちを理解でき、人間関係をうまく処理できます。企業は人なりです。企業が成長していくためには、社員一人一人を「人材」から人の財（たから）と書く「人財」にしなければなりません。働き続けたいと思う魅力的な会社にしなければ、優秀な人材ほど流出していきます。会社の理念や経営方針に共感でき、温かい人間関係があること、やったことをきちんと評価していることなども非常に大きな要素であると思っております。教育委員会にお伺いをいたします。教職員の育成の現状についてお聞きいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　教員の育成のため、法令等に基づき初任者研修のほか、２年次、３年次、５年次、10年次、20年次における体系的な年次研修を実施しております。また、埼玉県教育委員会や上尾市教育委員会が主催する教科等の専門研修、上尾市教育委員会の委嘱研究による授業研究などを通して教員の指導力向上を図っております。
●それでは、今の教員の育成の課題についてお聞きいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　課題といたしましては、初任者の育成と教職経験に応じた教員の育成がございます。初任者に関しましては、全ての教職員が協力して育成に努めております。また、教職経験に応じた教員につきましては、教科主任等の校務を務めたり、学校運営を見通したマネジメント研修などを受けたりすることを通して、その育成を図っております。
●現在の教員の育成で、先進的な取り組みがあればお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　各学校では、授業研究会や生徒指導研修会の際に思考ツールを用いた協調的な話し合いによる研修を行っているなどの事例がございます。また、カウンセリング研修や生徒指導研修等ではロールプレイを用いるなど、児童生徒や保護者への対応力を高める実践的な研修に取り組んでおります。さらに、上尾市教育委員会では、良好な人間関係を築く人権教育プログラムでありますＣＡＰ研修を全ての教員に実施しております。
●それでは、教育委員会としての教職員教育でのＥＱ教育についての教育委員会の見解をお聞きいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　教職員にとりましても、コミュニケーション力や忍耐強さ、セルフコントロールなどの能力は重要であると認識しております。
●それと同時に、子どもたちへの教育の中で、このＥＱ教育を活用していくことを提案いたしますが、教育委員会の見解をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　ＥＱ教育は、コミュニケーション能力などの能力を育成していく上で、子どもたちへの教育に重要な示唆を与えてくれるものと存じます。ＥＱ教育の活用につきましては、今後研究してまいります。
●橋北　富雄　議員
	・　学校施設について　


●原市小学校の芝生化の内容についての視察に行ってまいりました。近年、気象状況が悪化して、ゲリラ豪雨などで校庭の砂が水と一緒に道路の方に流れてしまうので、それを防ぐため、一部の区間を芝生で防止するのが目的だそうでございます。県からの助成もあり、実施に至っております。１番目ですが、県からの助成について、どのような経緯があったのかお知らせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　埼玉県では、平成28年度より校庭等の芝生化に対する県費補助事業であるみどりいっぱいの園庭・校庭促進事業補助金の制度拡充を図り、各市町村に対して当該補助事業の活用による校庭芝生化促進の働きかけを積極的に行ってきているところでございます。上尾市においては、平成21年３月議会において、橋北議員さんからご要望いただきましたことも踏まえ、平成23年度に富士見小学校の校舎改築時に合わせて当該事業を活用した校庭周辺の芝生化を実施したところでございまして、このような活用実績もあったことから、昨年９月に埼玉県環境部の職員が本市に来庁し、当該事業の積極的な活用についての依頼があったものでございます。
●次に、埼玉県の補助事業内容はどんなものなのかお聞きいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　埼玉県のみどりいっぱいの園庭・校庭促進事業補助金について、補助対象は芝生化工事の費用や維持管理に係る器具の購入費用等が対象となるものでございます。補助額につきましては、以前は対象経費に対し補助率２分の１の上限規定であったところが、平成28年度からは公立学校校庭で1,000平方メートル以上の芝生化を実施する場合、上限としまして１平方メートル当たり7,000円、限度額が700万円の範囲内であれば、市町村の負担なしで芝生化を行うことが可能となったものでございます。また、昨年度から維持管理費の補助も新設されており、芝が枯れたり剥がれたりしたときの芝生の修復費用や消耗品購入費等について、年間80万円を限度に３年間補助されることとなっております。
●次に、校庭の芝生化については、どのような認識を持たれているのかお願いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　校庭の芝生化は、芝生の持つすがすがしさ、解放感から景観の向上につながるとともに、子どもたちにとっては、その気持ちのよさから校庭での活動がより活発になるものと思われます。また、温暖化の抑制や校庭の砂じんの飛散防止等抑制にもつながり、環境への利点も大きいと認識しております。課題としましては、散水や除草等の維持管理に負担がかかるため、児童生徒や先生方の負担を軽減していく方策を考える必要があること、校庭はさまざまな種類の運動を行う場でありますので、これらの活動に支障がないようにすることなどが上げられます。今回、整備を進める原市小学校では、大雨の際に校庭から周辺地域へのグラウンド表土の土砂流出が見られ、また周辺住宅への砂じんの飛散も生じており、校庭外周を芝生化することで、これらの防止や抑制につなげたいと考えているところです。また、先ほど申し上げました補助事業を活用することで、県補助率100％、市費の負担なしで整備できること。維持管理の面では、学校応援団が組織されており、地域の方々のご協力がいただけることも事業を進める上で大変重要なポイントと認識しております。
●校庭の芝生化についてのメリット、デメリットをお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　校庭の芝生化は、さまざまな観点からメリットがあるものと考えています。先ほども申し上げましたが、まず周辺環境への効果として景観の向上につながり、温暖化の抑制や砂じんの飛散防止、土砂流出抑制、照り返しの防止にも大きな効果があるものと考えます。教育効果の面では、芝生ならではの解放感が児童生徒の活動を活発にし、自然のクッションとしての芝生がけがの防止にも役立ちます。地域コミュニティーという観点からは、児童生徒や教職員、ＰＴＡや学校応援団等の皆さんが一体となって芝生の維持管理作業を行うことで、地域との接点を広げ、さまざまな世代や人たちの交流を図ることができ、学校と地域のきずなを深めることにつながります。一方、芝生化のデメリットについては、維持管理費にかかる負担が大きいこと、芝生が枯れたり剥がれたりした場合の復旧費用がかかること、またその修復後や運動会等の大きなイベントの後には、芝生の養生期間としての校庭の利用期間の制限が必要になることが考えられます。
●なお、今後のスケジュールは、来年度も校庭の芝生化を予定する学校はありますか、お願いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在のところ、教育委員会では原市小学校のみの芝生化整備を考えております。ほかの学校でも、防じん対策を目的とした芝生化が必要な学校もございますが、校庭の活用状況や維持管理体制などの課題もあることから、来年度の実施予定についてはございません。
●今回の一部の芝生化で、土砂の流出が防げなかったときの対応は考えておりますか。
〇教育総務部長（保坂　了）　昨年度、土砂の流出防止対策として雨水側溝を新たに敷設し、外周フェンス沿いには土留めも設置したところでございます。対策工事以降は、ゲリラ豪雨等の大雨がなかったため被害はありませんが、今回の芝生化整備も併せ、その効果を検証してまいります。
●そのときに、全面的に芝生化を考えてもよいのではないか。
〇教育総務部長（保坂　了）　校庭の全面芝生化は、先ほど申し上げたさまざまな芝生化の利点が、そのスケールメリットにより大きく発揮されると考えられます。しかしながら、全面芝生化により陸上競技や野球等の一部の運動種目によっては使いづらくなってしまったり、費用や維持管理の問題、芝生の養生のための校庭の利用期間制限等の問題も生じることから、現時点での全面芝生化は難しいものと考えております。今後、このような課題について、他市町村の成功事例などを参考にしながら対応策等を研究してまいりたいと考えておりますので、ご理解願いたいと思います。
	・　安心安全なまちづくりについて　


●大きな項目の３点目、安心安全なまちづくりについて、防犯カメラの設置についてお伺いをいたします。犯罪防止や事故防止などでは、通学路の安全対策として以前質問をいたしましたが、答弁では見守り隊や防犯ボランティアの方々に応援をしていただいているとのことでございますが、改めて防犯カメラの設置についてのお考えをお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　通学路への防犯カメラの設置につきましては、現在のところ検討しておりませんが、他の自治体での設置事例もございますことから、情報収集に努めてまいりたいと考えております。
●小川　明仁　議員
	・　子どもたちの教育について


●富士見小の図書室内の子どもの読書活動支援センターが本年で開設後５年目となりますが、これまで行ってきたことと今後の展望という観点から質問をいたします。まず、子どもの読書活動支援センターの設置時期と役割はどのようなものでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　子どもの読書活動支援センターは、市長マニフェストとして平成24年７月に富士見小学校内に開設し、上尾子ども読書プランに掲げる「読み聞かせのまちあげお」の実現に向け、家庭、地域、学校と図書館の連携を推進する役割があります。上尾で本好きな子どもを育てていくために、子どもと本との出会いを応援し、生涯を通じて本に親しむ礎を築いていくことを支援してまいります。
●読むことによって本の登場人物と共感が得られると思うのです。その共感は、未知の経験を通じ豊かな感情を育むことになると考えます。それがひいては言葉を学び、読解力と理解力を養うことになり、個々の感性、知性を伸ばし、それは想像力と表現力、語彙力といった人としての成長を促す基礎となるからだと私は考えます。そこで、お聞きします支援センターの主な事業について教えてください。
〇教育総務部長（保坂　了）　開設後、地域の読書普及活動の担い手となる読み聞かせボランティアの育成や派遣、保護者の絵本の相談に答える親子で絵本サロンや子ども向けの読書イベントの定期開催、市内の小学生に配布する読書パスポートの活用、支援などを実施しております。
●今、保坂部長のお答えの中にありました読書パスポート、それについて、その特色についてもうちょっと詳しくご説明いただきたいと思います。
〇教育総務部長（保坂　了）　小学校入学児童を対象に、各クラスでおはなし会を行いながら、読書手帳である読書パスポートと併せ、イラスト入り図書館利用カードを配布しているものです。読書パスポートは、図書館の利用の仕方や年齢ごとのお勧めの本などをストーリー仕立てで紹介しております。また、図書館や学校、児童館や児童文庫、地域のボランティアのおはなし会などに読書パスポートを持って参加するスタンプラリーを行っております。このことにより参加意欲が増し、おはなし会などの事業に参加する子どもたちの増加につながっております。また、読書パスポートには300冊の読書記録が記入でき、平成26年から28年度の３年間で延べ800人を超える児童が300冊以上の本を読んでいます。さらに、毎年読書パスポートを活用し、読書活動を進めた児童を教育長が表彰する読書パスポートコンクールを開催しており、昨年度では各小学校、各学年の約140名の児童が表彰されました。このように読書パスポートを活用した子どもたちの本に親しむきっかけづくりが、市内全体に浸透しているものと認識しております。今後もさらに発展するよう検討してまいります。
●ただいま説明いただきまして、その読書パスポートが子どもたちを中心として学校、家庭、地域を結ぶものとして展開されているということがうかがえます。それでは、別の側面からまた質問させていただきますが、市内の小・中学校に向けた支援はどのようなことを行っているでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　小・中学校に向けた支援では、司書教諭等への読み聞かせや図書館づくりのアドバイス、図書館支援員への助言、研修会への講師派遣などを行っております。また、市内小・中学校や平方幼稚園への本の巡回貸し出しとしてあっぴいぶっくる本の巡回を行い、ふだん市の図書館に来られない子どもや保護者に、子どもの本に触れ合う環境を整えております。
●今のお答えの中で、あっぴいぶっくる本の巡回とありました。これについてご説明をお願いしたいと思いますが、お願いします。
〇教育総務部長（保坂　了）　あっぴいぶっくる本の巡回は、市内の園児や児童生徒に読書に親しんでもらうために、図書館が進める読み物セットを２カ月置きにローテーションで貸し出しする事業で、小学校に90冊、中学校に30冊、平方幼稚園に30冊を巡回、貸し出ししております。子どもが手にとりやすい本や図書館として読んでほしい本を組み合わせたり、虫、電車などのテーマを決め、科学絵本など幅広いジャンルの読み物を集めているため、読書意欲をかき立てる効果があります。学校では、この本を利用することにより、図書の充実が図れております。本年度は、巡回範囲を拡大し、上尾市立保育所にも30冊の読み物セットの巡回貸し出しを開始いたしました。早い時期にできるだけよい本に触れてもらうため、支援センターが読んでほしい本を選び、進める理由を書いた図書リストとともにお届けしております。
●今後の子どもの読書活動支援センターの展望をお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　今年度は、５周年を記念して消防士やスポーツ選手など市内で活躍する人や、読み聞かせボランティアなどに上尾市にちなんだ絵本などを読んでもらう記念事業として「絵本だいすき上尾だいすき」を計画しているところです。今後も本との出会いを通じて、子どもの未来に本の楽しさを伝えるため、地域のボランティアと協働で上尾子ども読書プランで掲げている「読み聞かせのまちあげお」を目指してまいります。
●２点目の質問をさせていただきます。コミュニティ・スクールについてということでお尋ねをします。平成29年度予算書に掲載のあるコミュニティ・スクール研究推進事業についての質問です。まず、コミュニティ・スクールとはどういったものなのか、お尋ねをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　コミュニティ・スクールは、学校運営協議会を設置している学校のことで、学校運営協議会は学校と地域住民、保護者などが参加して、学校運営に取り組む組織でございます。協議会の機能につきましては、学校運営の基本方針を承認することや、任意事項として学校運営について意見を述べること、さらに教職員の任用に関して意見を述べることなどでございます。
●それでは、今後の教育委員会の計画はどのようになっているでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　上尾市学校運営協議会検討委員会設置要綱に基づき検討委員会を設置し、市内の小・中学校における学校運営協議会の設置に向けて検討してまいります。主な内容といたしましては、学校運営協議会規則の制定やコミュニティ・スクールを周知するための研修会の開催、リーフレットの作成などを予定しております。平成30年度を目途に先行実施を行うための準備を進めているところでございます。
●続けて質問させていただきます。それでは、コミュニティ・スクールの導入により期待できることは、どんなことがあるでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　コミュニティ・スクールを導入することにより、保護者や地域の方が学校運営や学校の課題に対して積極的に参加することが可能となります。期待できることといたしまして、子どもたちにとりましては地域の担い手としての意識が高まること、教職員には地域人材を活用した教育活動の充実が図られることなどが上げられます。また、保護者には、学校や地域への理解が深まること。地域には、学校を中心とした地域ネットワークが形成されることなどがございます。
●参考として注目している事例があれば教えていただきたいと思います。
〇学校教育部長（今泉達也）　埼玉県新座市が行いました学校評議員、学校応援団、ＰＴＡなどの既存の組織を生かしたコミュニティ・スクールへの移行や、東京都三鷹市が取り組んでいます小・中一貫教育などの事例がございます。
●最後にお聞きします。導入に向けての教育委員会の見解について、お尋ねをしたいと思います。
〇学校教育部長（今泉達也）　コミュニティ・スクールは、地域とともにある学校づくりを進める上で大変重要な仕組みであると認識しております。ＰＴＡや学校応援団などによる学校支援活動の充実、地域ぐるみでの教育の推進、小・中学校のつながりの強化などにより、上尾市の実情を踏まえたコミュニティ・スクールの導入を進めてまいりたいと存じます。
〔平成２９年６月１４日（水曜日）〕
●戸野部　直乃　議員
	・　手話言語条例制定に向けて


●学校教育の中では、どのように手話に対する認識を広めていらっしゃいますでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　小・中学校における手話の学習につきましては、総合的な学習の時間などでボランティア、福祉教育の一環として行っております。具体的には、昨年度、聴覚障害の方を講師として招き、講義や体験的な学習を実施したり、音楽の授業や音楽的活動の際に、歌詞に合わせて手話を取り入れながら歌う学習に取り組んだりしております。また、図書やインターネットなどを活用して調べ学習を行う学校もあり、全体で小学校12校、中学校１校がございました。
	・　学用品費等の保護者負担軽減について


●昨今、国会では、給付型奨学金や保育料の無償化などさまざまな観点からの教育費の無償化についての議論が進められています。子どもへの教育に係る費用はかさむ一方で、保護者の負担は大変に重いものとなっています。しかしながら、充実した教育を受けさせたいというのは、多くの保護者の共通した思いであります。12月定例会の一般質問において、私は教材費の負担軽減に向け学校で工夫をしていただきたいと要望してまいりました。その後、教材費削減につながるような工夫した例などございましたら、お聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　各学校では、教材の購入に当たり、より安価な教材を選定したり、ワークブックの購入をやめて教員が自ら問題を作成したりなどしております。また、セット教材ではなく、原材料を購入するなどの工夫をしている学校もございます。
●学校給食の無償化は、58自治体の小・中学校、３自治体の小学校で実施している現状です。まだ少ないですが、増加の傾向にあります。こういった状況を踏まえて何点かお聞きいたします。上尾市の公立小・中学校、過去３年分の給食費未納者数と未納率をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成29年３月末現在、小学校につきましては平成26年度が19人で0.2％、27年度が34人で0.3％、28年度が96人で0.8％でございます。また、中学校につきましては、平成26年度が19人で0.3％、27年度が15人で0.2％、28年度が47人で0.8％でございます。なお、平成28年度につきましては、口座の残高不足などにより支払いが遅延しておりますが、平成29年度に支払いがあるため、最終的には未納率は例年程度になるかと思われます。
●文科省の調べでは、学校給食費の未納状況について、学校給食を提供していた児童生徒のうち未納者の割合は約0.9％としています。上尾市は、全国に比べると大変少ない数値です。生活保護や就学援助にうまくつなぐことができているのだろうと考えます。少ない数とはいえ、未納の原因について学校はどのように認識しておりますでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　各学校では、対象となる保護者に対して電話や面接、家庭訪問などを実施しておりますが、その対応の中で給食費に対する意識の問題があるのではないかと認識しております。また、経済的な問題につきましては、就学援助制度について周知徹底を図るとともに、該当の保護者には申請を促しているところでございますが、一部にその申請をいただけず、未納となっている場合もあろうかと存じます。
●文科省は、３月31日に特に所得が少ない、所得が低い世帯、要保護児童生徒に向けた義務教育の就学援助について、補助の対象を児童または生徒の保護者とされていたものを入学予定者の保護者も追加し、入学前の支給を来春から可能とする補助金交付要綱の改正が決定いたしました。これは国庫補助金が支払われる要保護児童生徒のみで、市町村が支援している準要保護児童生徒については、各自治体の裁量に任されています。そこで質問いたします。上尾市における要保護児童生徒と準要保護児童生徒の人数をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成28年度の要保護児童生徒は、小学校80人、中学校47人、準要保護児童生徒は小学校1,056人、中学校639人でございます。
●圧倒的に市町村が支援している準要保護児童生徒の数が多いことが分かりました。準要保護児童生徒のうち、新入学児童生徒学用品費を受給した過去３年分の人数は何人になりますでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成26年度は、小学校139人、中学校208人、27年度は小学校127人、中学校171人、28年度は小学校117人、中学校180人でございます。
●就学援助費の申請時期と支給時期は、いつになりますか。
〇学校教育部長（今泉達也）　申請時期は例年２月１日から受け付けを開始しており、受給時期は１学期分として８月に支給をしております。
●困っている保護者の気持ちを酌み、必要なときに、必要な支援をとの国の意識が大きく変わってきた結果、今回の要綱改正に至りました。時期が早まるだけで、財源的に変更なくできる支援です。上尾市でも保護者の負担軽減のために入学準備に間に合うよう、新入学児童生徒のみ前倒し支給を可能にしていただきたいと思いますが、見解をお聞かせください。
○学校教育部長（今泉達也）　平成29年３月31日に一部改正されました要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱の趣旨を踏まえ、健やかに育つことができるまちづくりに寄与できる魅力ある施策の一つとして、入学予定者への実施について対応してまいります。
●実施時期は、いつからと考えておりますか。
○平成30年度入学予定者から実施したいと考えております。
●長沢　　純　議員
	・　快適なトイレ環境について


●近年、環境面、経済面に配慮した節水型トイレが開発されています。先日、原市小学校のトイレを見させていただきました。フラッシュバルブつきの節水型便器が設置され、短い休み時間でのトイレ渋滞や節水に効果があるなど成果があったようであります。一般的にこのタイプのトイレは、１回利用時の水量は5.5リッターと今までの１回11リッター使用するものと比べて、節水に対してすぐれものであります。最近では、フラッシュタンク式も発売され、そのデータは１回当たり4.8リッターの水量のものもあります。そこで小・中学校での節水型便器の採用状況をお伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　学校施設の節水型便器の採用状況ですが、小・中学校全体で84.0％になっております。それぞれの内訳につきましては、小学校が84.3％、中学校で83.4％でございます。
●あるメーカーのシミュレーションによれば、300人規模の小学校では節水型便器に交換し水道水を節水すると、11年間で節水型機器の償却ができるとの試算があります。上下水道部にとっては耳が痛いかもしれませんが、ここで上尾市の小・中学校での節水効果についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　節水型便器の節水効果についてでございますが、これは理論上の計算値となりますが、従来便器と節水型便器の１台当たりの節水量を５リッターと仮定しますと、小・中学校全体の年間の節水量は概算で１万9,400立方メーターの節水となります。これは約400立方メーターの学校の25メータープール約48個分に相当するものとなります。金額換算をしますと、現在の水道単価に基づき計算しますと、年間約660万円の節水効果があるものと考えられます。なお、この試算に係る条件設定でございますが、便器１台当たりの１回の節水量を昭和50年代前半に設置された便器と比較し、５リッターの節水効果があると定め、児童生徒１人が１日で使用する大便期の回数、これをメーカーの参考値といたしまして、男子で１日当たり0.38回、女子で１日当たり2.33回と設定しております。これに年間登校日数を200日、現在の児童生徒数１万7,494人、節水型便器の採用状況が84％との要件を加味し、算出したものでございます。
●240カ所の調査箇所で、特に人感センサーライトや自動水洗の設置率の低かった本庁舎、市民体育館、公民館、消防庁舎、中学校共同調理場について、今後の設置予定及び設置の方針を各部長から説明をお願いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　市民体育館、公民館の関係になりますが、現在、市民体育館、各公民館のトイレにつきましては、人感センサー付き照明及び洗面器の自動水洗への更新を実施していくという予定はございませんが、これらの設備は衛生環境を向上させることはもちろん、節水や節電の観点からも有用なものであると認識しております。今後の施設の大規模改修や設備更新の際には、これらの設備の設置につきまして積極的に進めてまいりたいと考えております。
〇学校教育部長（今泉達也）　中学校給食共同調理場につきましては、トイレに人感センサー付き照明や洗面器の自動水洗の設置の予定はございませんが、手洗い専用の洗面場所には既に自動水洗の洗面器を設置しております。
●市では、保育所、学童、小・中学校でも洋式便器が多く採用されてきつつあります。学童保育では、ほとんど100％になっていますけれども、他の施設では以前低い採用率で、予算の関係上、どうしても後回しになっている傾向が見受けられます。埼玉県の県立高校では、トイレの洋式化率100％への取り組みを実施しています。そこで、特に人が往来する文化センター、公民館、上尾伊奈斎場つつじ苑でのそれぞれの洋式化計画についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　公民館につきましてお答えいたします。市内公民館は、いずれも建設から20年以上が経過しており、設備の更新や施設の大規模改修の必要性が増しております。そうした中、上尾公民館を除くトイレの洋式化率は、いまだ45％にとどまり、高い水準にあるとは言えません。今後は、施設を長期的に安全に保つため、適切な維持保全を実施することに主眼を置きながらも、設備の更新や施設の大規模改修の際には施設利用者の利便性向上のため、トイレの洋式化をはじめ、施設のユニバーサルデザイン化も考慮してまいりたいと考えております。
●多機能トイレについてお伺いしたいと思います。災害時、避難する学校や体育館は２カ所以上多機能トイレを設置することが望ましいと阪神・淡路大震災での教訓でも発表されていますけれども、上尾市の現状と改善計画をお聞かせ願いたいと思います。
〇教育総務部長（保坂　了）　避難施設である体育館や武道場等にトイレを設置している学校は、小学校で11校、中学校は７校ございますが、多機能トイレを整備している学校は上尾中学校以外はございません。なお、校舎内にバリアフリー対応の多機能トイレを整備している学校は、全小・中学校33校中32校でございまして、残り１校においても通常の個室の２倍くらいの空間を確保したバリアフリートイレに準じたトイレを設置しております。長沢議員さんのご指摘にもあるとおり、体育館などの学校施設は高齢者や障害者等さまざまな方の災害時の避難場所になることから、多機能トイレを整備していくことは大変重要なことであると考えております。現在、体育館等のトイレにつきましては洋式化率が低いため、今後、利用者の使いやすさや衛生面を考慮し、既存の便器の洋式化に努めてまいりたいと考えております。また、学校とともに避難施設であります市民体育館の多機能トイレの現状につきましては、男女１カ所ずつの設置状況でございます。今後の改修計画や方針でございますが、施設の大規模改修の際に検討してまいりたいと考えております。
●西保健センターや新図書館は、この２年間で施設が更新されます。いずれも多くの人が往来して、市民待望の施設でもあります。現状、快適なトイレとは言いがたいこの２施設ですけれども、施設更新するこの２カ所のトイレ整備計画について、それぞれの部門からのご説明をお願いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　新図書館複合施設のトイレ整備の設計ですが、児童用トイレや多機能トイレなども含め全て洋式化、人感センサー付き照明、洗面器の自動水洗を採用する設計としております。誰もが快適に利用できるよう整備してまいります。
●星野　良行　議員
	・　学校安全パトロールカーの運用と地域コミュニティについて


●学校安全パトロールカーの運行が平成19年に開始され、本年で10年目を迎えます。今年度６月に、10年のリース契約が終了することにより車両の入れ替えを行うということを伺いましたが、ここでこの10年間の実績と成果、課題について伺っていきたいと思います。まず初めに、そもそもこの学校安全パトロールカーが発足した経緯、きっかけについてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成19年ごろ、パトロールカーを使用した地域の防犯活動や児童生徒の見守り活動が全国的に広がりを始めました。それを受けて本市では、学校、家庭、地域が一体となった防犯活動のあり方を検討してきた結果、上尾警察署のご協力をいただき、平成19年７月から全国に先駆けて各中学校区に１台のパトロールカーを配置した学校安全パトロールカー事業の運用を開始いたしました。
●次に、この10年間の運行の実績についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　学校安全パトロールカー11台の10年間の運行回数は１万9,900回で、走行距離の合計は32万6,580キロメートルでございます。なお、１台当たりの月平均は、運行回数が16.5回、走行距離が270.8キロメートルでございます。
●それでは、10年間のパトロールカーを運行してきて、その成果はいかがだったかお伺いをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　市内では、過去10年間で児童生徒にかかわる重大な事件、事故の発生はございません。各事務区をはじめとした多くの団体の皆様にご協力をいただき、市内全域で事業を展開してきたことで、児童生徒の安全や地域の防犯に大きく寄与しているものと考えております。
●次に、この10年間で顕在化した課題はありますか。あれば、それはどのようなことですか、お伺いします。
〇学校教育部長（今泉達也）　毎年、多くの皆様に運転者登録をしていただいておりますが、中学校区ごとの登録者数や運行回数に差があるという課題がございます。また、高齢者の方々の運転による事故などにも配慮が必要かと存じます。
●次にパトロールカー、自動車車両自体の課題について、または車両の入れ替えのスケジュール、そして改善点について伺います。
〇学校教育部長（今泉達也）　運転車両本体や装備の老朽化が進み、故障した際に必要とする部品が既に製造されていないため、修理ができないという課題がございます。また、後部座席には、シートベルトが装備されていない状況がございます。そこで、本年８月末に車両の入れ替えを行い、ＳＤカードに対応した放送機器、後部座席のシートベルトの装備を予定してございます。
●それでは、実際の運行について伺ってまいりたいと思います。学校安全パトロールカーの運行の根拠と、その周知は、いつ、どこで、誰を対象に行われているかお伺いをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　上尾市学校安全パトロールカー事業実施要領に基づいて運行しております。周知につきましては、毎年１回、市の施設を利用して学校安全パトロールカー事業講習会を新規及び登録後２年が経過した登録者を対象に開催しております。
●上尾市学校安全パトロールカー事業実施要領に基づいて運行されていると、周知については学校安全パトロールカー事業講習会で行っているということであります。その講習会を受講した登録者は今まで何人いますか、お伺いいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　約4,000人でございます。
●次に学校安全パトロールカーの運用の主体はどのようになっていますか、お願いいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　各中学校区の学校、家庭、地域が連携して組織しております防犯パトロールの会が中心となって運用しております。
●では、その責任体制はどのようになっているか、お願いいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　車両の管理につきましては学校保健課、車両の管理責任者は学校保健課長、また防犯パトロールの会の代表は各中学校の校長でございます。
●それでは、地域11台ありますが、それぞれ独自の運用というか、特徴がありましたらお伺いをさせていただきます。
〇学校教育部長（今泉達也）　おやじの会によります夜間パトロールのほか、夏祭りや盆踊り大会などの広報で使用するなど地域の実情に応じてご活用いただいております。
●それでは、各防犯パトロールの会はどのような団体が所属しているか、団体数を含めてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　事務区、交通安全母の会、小・中学校ＰＴＡ及び教職員をはじめ、地域防犯推進委員の会、地区青少年育成連合会、主任児童委員の皆様など合計215団体の登録がございます。
●中学校区ごとの成果や特性についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（今泉達也）　多くの皆様がパトロールを実施しやすくなるように、パトロールカーを保管する学校を定期的に移したり、ご協力いただける団体を募って休日や夜間パトロールに力を入れている中学校区がございます。
●糟谷　珠紀　議員
	・　新図書館建設をめぐる諸問題について


●新図書館建設をめぐる諸問題について、これまでも新図書館についてさまざまな角度から取り上げてきましたが、これまでの質問と答弁を確認しながら質問してまいります。最初に、市長へ質問します。2016年12月議会の秋山かほる議員の質問に対する答弁で、市長は地権者であった新埼玉リース、当時社長の井上潔氏とは、昔からもう何十年も前から知っていますと答弁していますが、それで間違いないでしょうか。
〇市長（島村　穰）　存じております。
●３月議会でも質問しましたが、問題の土地、建物の取得価格について、2,400万円の価値が9,500万円となったことについて、収用の前後で財産価値が等しくなったと言えるのか、ここが市民の納得のいかないところです。改めて伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成25年４月に新埼玉リースが購入した額の約2,400万円は、民間同士で合意した取引価格であり、市が算定した補償額と比較の対象となるものではありません。クライズが所有していた土地、建物については、市は県が定める損失補償基準などに基づき不動産鑑定や物件補償調査を行い、市が取得する前の財産価値を算定し、その後、その価格をもとに契約していることから、土地等の取得の前後を通じて財産価値の等しい補償であったと考えております。
●土地価格の算定に当たっては、現地を踏査した上で売買価格、地価公示価格などを調べ、さらに不動産鑑定士による鑑定評価額を求めますと載っています。それで、私、売買価格も調べることが原則なのかと思ったので、この件で関東地方整備局に電話で確認しました。やっぱり売買実例価格は調べることが原則だそうです。ところが、購入までのわずか３年ほどで2,400万円が9,500万円と、これだけ大きな金額の開きとなりました。どうしてこれで財産価値が等しくなったと言えるのか。答弁で今おっしゃっていましたけれども、財産価値を等しくならしめるとは、具体的にどういう意味なのか説明をしてください。
〇教育総務部長（保坂　了）　先ほど答弁したとおりでございますが、市は県が定める損失補償基準などに基づきまして算定したということでございます。
●当局は、今までずっと補償が当たり前という立場にしがみついていますが、そもそもどんな場合にでも損失補償となるわけではないのです。特別な犠牲という言葉、ご存じでしょうか。損失補償の通説は、特別な犠牲である場合に損失補償が必要とされています。では、どんな場合に特別な犠牲と認められるかというと、１つが公共の利用のために財産が侵害されたこと、２つ目が一般的に考えて、その財産の侵害が我慢の限度を超えるようなものであること、３つ目が平等原則に反する個別的な侵害であることという３条件に当てはまる場合に、特別な犠牲として補償の対象になります。問題の株式会社クライズの所有していた土地は、どうだったでしょうか。クライズ側は、売りたくないとか、事業にマイナスになるとか、財産権の侵害ありましたか。過去の答弁は、この土地の買収交渉では協力的だったと答えています。だとすると、どこがこの３条件に当てはまるのでしょうか。補償が必要だという理屈は、任意の買収であるにもかかわらず、価格をつり上げるために持ち出したにすぎないからではないでしょうか。もう一つ、これまでの質問で理解に苦しいものを聞きます。株式会社クライズの所有していた土地を除いた土地の形状での建設は考えたでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　考えておりませんでした。
●どうして考えなかったのか、法令上はどうなのか、この土地を除いた土地の形状で建設できないのか確認します。
〇教育総務部長（保坂　了）　設計を振り出しに戻し、１から考え直せば法令上は可能かもしれませんが、現在の計画においては不可能でございます。新図書館複合施設は、これからの上尾の知の拠点となるものであり、上尾のシンボルとなる文化施設でございます。したがいまして、この施設を建築する際には、メーン道路からも一望できるような建物とすべきと考えます。よって、この土地を除けば、敷地は不整形となり、またメーン道路に面した一画地が失われることから、建設計画や景観を考慮し、このたびの一団の土地といたしました。
●では、用地選定のいきさつについて、当時担当の部長、教育総務部長だった副市長に伺います。情報公開で取得した政策会議の議事録によると、平成25年11月19日の政策会議で、遠藤副市長、当時教育総務部長が、新図書館は上平公園周辺の土地が妥当であると考えていると発言しています。この時点でどういう理由で妥当だと考えたのか、またこの会議で発言した理由は何かお答えください。
〇副市長（遠藤次朗）　この政策会議の中で図書館と文化センターを複合で建設する場合、提案された土地では困難であるとの話が出されました。当時、教育総務部では、想定していたのは延べ床面積は居心地のよい機能的な空間、やっぱりこれは広さが必要だということでございます。それから駐車場の確保など、このことが可能なことを理由に、候補地として上がっていた複数の候補地を念頭に置きながら、例えば上平公園の周辺の土地が妥当であると考えているというふうに述べたところでございます。
●不思議なのは、この時点で、ほかの候補地に全く触れられていないということです。検討という言葉すらないのです。もう既に上平ありきとしか読み取れません。このとき図書館本館は、単館で新たに建てることと議事録にありますが、それで間違いはありませんか。
〇副市長（遠藤次朗）　この政策会議においては、図書館については文化センターとは別に単館あるいは複合の両方の可能性を残しつつ、単独の建物として建設する方向になったものでございます。
●政策会議の10日後の11月29日には、市が県の用地課に収用法における事業認定の相談に行っています。そのときの相談メモ、ここにあります。土地収用法事業認定関係相談メモ、県に情報公開請求をして入手しました。つまり公文書です。そこでは、起業者、つまり上尾市の説明、こう書いてあります。新図書館の建設に当たっては、公民館や教育センターを併設することも検討していると。政策会議のわずか10日後に複合化についての相談をされているという意図は何ですか。
〇副市長（遠藤次朗）　県の担当者のメモということでございますけれども、公民館や教育センターを併設することも検討していると記載をされているということでございますが、これは一般論として、かつ可能な選択肢、いろいろな選択肢を担当者として聞きに行くことは非常に重要なことだというふうに理解をしております。こういった可能な選択肢の一つとして上げたものでございまして、本図書館の建設に当たって、具体的な事業として検討を行っているという意味で申し上げのではないというふうに聞いております。
●移転候補地として幾つか検討してきた結果、今回の場所を建設場所と決定し、地権者７名と交渉を開始したと、決定事項として相談しています。これについては、いかがでしょうか。
〇副市長（遠藤次朗）　平成25年の11月時点ですが、地権者にお伺いに行ったことは事実でございます。これは建設候補地の一つとして検討するに当たりまして、全てが民有地でございました。農地が主でございましたけれども、意向を伺う必要があったために行ったものでございまして、ご質問のメモにあるような建設場所として決定したということではございません。建設場所の決定は、平成26年１月の政策会議において行われたものでございます。
●これ県の情報公開で得た文書なのです。つまり公文書なのです。県が間違っているとでも言うのかと思うのです。現本館を除いたほかの候補地だって民有地はあるではないですか。全てであろうとなかろうと、民有地がある以上、意向を聞くのは同じではないのですか。
〇副市長（遠藤次朗）　土地収用の担当のところに、こちらの担当者が参りました。そのときに、いろんな可能性を聞くということは職員として当然のことだと思います。それと、私もこれ見ましたけれども、市立図書館、公民館、教育センター等併設整備事業ということを申し上げたことは、担当者も全くないと申しております。
●この中で。起業地、つまり図書館用地の意味ですけれども、この範囲はまだ確定ではないが、場所を変更することはないと。この場所に決まっていると言っていますよね。これはどうですか。
〇副市長（遠藤次朗）　建設候補地の一つであるということを変更することはないという意味で捉えております。
●この県の公文書である相談メモを見る限り、もう上平で決まっているとしか理解できないのです。ほかの候補地だって、本館以外は収用法を考えなくてはならないはずでしょう。こうして見てみると、部長、年が明けて平成26年、2014年１月22日の政策会議の前には、教育総務部としては、そうすると上平を建設地として決定していたのではないか、そういう提案の前に決定していたのではないかと思うのですけれども、いかがですか。
〇副市長（遠藤次朗）　教育総務部といたしましては、候補地の一つということで考えておりました。
●１月22日の政策会議の議事録で、床面積5,000平米としたいとあるが、理由は何でしょうか。
〇副市長（遠藤次朗）　延べ床面積についてでございますけれども、日本図書館協会図書館政策特別委員会による公立図書館の目標とする基準、これは人口でおおむね数、数値が出てくるということでございますが、これを参考に5,000平方メートル程度が適当と判断したものでございます。
●今までは5,000平米ありきでした。だから現本館での増築はできないという説明でした。程度という言葉がついたということは、5,000平米欠けてもいいということですし、図書館を考える会の皆さんが提案した現本館の増改築では、4,600平米まで可能だという説明でした。これだって5,000平米程度ですよね。では、なぜ最後まで図書館の床面積を5,000平米として進めなかったのかを伺います。
〇副市長（遠藤次朗）　上尾市公共施設等の総合管理計画との整合性を図るということは、これまでの議会でも何回も述べてきたとおりでございますが、かつ有利な起債を活用するということが出てまいりましたので、単館から複合施設として変更をしたためでございます。
●今度は部長に確認しますけれども、2016年12月議会の秋山かほる議員の質問に対する答弁では、複合施設案となりましたのは平成27年４月以降でございますと答えていますが、事実関係として平成27年３月以前には複合施設という案はなかったという理解でよろしいでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成27年３月までは、ここへ来れば上尾が分かるといったことをコンセプトに郷土資料コーナー、これを充実させた図書館として施設の検討をしておりました。単館でございます。
●図書館は単館とするということでいいのですよね。ここで複合かどうか、そういう複合も言っていたかどうかということを確認したかったのだけれども、単館とする案で検討していたということでいいのかどうか、もう一回確認します。
〇教育総務部長（保坂　了）　そうです。郷土資料コーナーを充実させた図書館にしていこうという図書館の計画でございました。単館という考えでございます。
●今年度、市民会議を今度構成するということで、その募集状況や構成、公開するかどうか、ここすごく大事です。審議内容について伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　市民会議の構成は、委員は合計で11名で、識見を有する者２人、社会教育の分野において豊富な活動経験を有する者２人、子育ての分野において活動経験を有する者５人と公募２人となっております。また、市民会議の委員ではありませんが、学生のワークショップとしまして大学生２人、高校生４人、中学生11人を予定しております。公募委員の募集状況ですが、７人の応募がありました。また、会議については、公開していきます。最後に、この会議の内容についてですが、主に新図書館複合施設の事業、サービス等について、それぞれの委員から意見や提案をいただくための会議でございます。
●上尾市図書館を利用している委員がどれぐらいとか、公募以外の委員の図書館利用状況、公募以外の方のメンバーは確認するのか。確認するとしたら、どういう方法で行うのかを伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　公募した委員も含めまして、委員の図書館利用状況は選考基準とはしておりません。
●利用者を代表する立場の市民は、11人のうち何人程度を見込んでいらっしゃるのでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　利用者を代表する立場としての委嘱区分は、設けてございません。
●この市民会議のすみ分けというか、ワークショップを学生の方では、若い子たちのワークショップは設けると。しかし、利用されている方々の中でも、年代別、階層別にワークショップを設けたりとかということのお考えはなかったのか、それはどうしてかお伺いします。
〇教育総務部長（保坂　了）　上尾市の未来を担う学生や生徒さんの意見や提案を多く取り入れたいという考えから、市民会議とは別に学生ワークショップを設けたところでございます。市民会議においても、多くの意見や提案をいただくことができると考えておりますので、年代別というワークショップは設けておりません。
●では学生のワークショップ、かなり自由闊達な意見が出されるようなことを想定するのだけれども、その学生ワークショップというのは公開か非公開か、どうですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　より多くの自由で活発な意見や提案をいただくよう配慮しまして、公開しない方向で考えております。
●本当だったら、子どもたちとはいえ、やっぱり代表する子たちなので、公開してほしいという声も片やあると思うのです。ただ、配慮するという気持ちも分からなくもない。だとすると、こうしたいろいろ出された意見、市民会議でもワークショップでも出された意見に対する市の答弁を入れたものを公表するかどうか、そこはいかがですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　公表していく予定でございます。
●先ほど市民会議の審議内容については、図書館の複合施設の方の、新館の方の事業サービスについて意見を聞いていくということでしたけれども、３月の文経委員会では図書館全体、あるいは今の本館についても聞いていくというようなお答えを当局はされていました。現本館や分館図書館の事業サービス等などの意見聴取については、いかがでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　リニューアル後の現本館や分館等で行う事業などについても、意見や提案を伺う予定でございます。
●浦和　三郎　議員
	・　学校教育について


●コミュニティ・スクールとは、学校運営協議会を設置している学校のことであると理解をできました。これからの学校は、地域と一体となって子どもたちを育むことが求められているのだとも理解をいたしました。そこで、現在、地域に開かれた学校づくりを進めている中で、文科省はことし３月の法改正でコミュニティ・スクールへの移行をなぜ努力義務としたのか、その背景をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　努力義務とした背景につきましては、学校の指導・運営体制を充実させ、地域との連携、協働を含めた学校運営の改善を図ることにより、複雑化、困難化する諸課題に対応する学校の機能強化を推進するということでございます。
●次に、学校には平成12年４月より、地域に開かれた学校づくりをより一層推進する観点から、学校評議員制度が発足して今日に至っているわけですけれども、現行の学校評議員制度と学校運営協議会、コミュニティ・スクールの違いをお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　学校評議員制度は、校長の求めに応じて学校運営に関する意見を述べることができるものでございます。一方、コミュニティ・スクールは、保護者や地域住民が、校長が作成する学校運営の基本方針を承認するといった一定の権限と責任を持って学校運営に参画し、校長や教職員と一体となって学校づくりを進めるための仕組みでございます。
●それでは、現在行われております学校評議員制度のメリットと評議員制度がどのように学校教育活動に生かされているのか、事例をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　学校評議員制度の導入によりまして、校長が必要に応じて保護者や地域住民から学校運営に関する意見を伺うとともに、その意向を反映したり、協力を得たりなどすることができるようになりました。意見が生かされた事例といたしましては、地域の挨拶運動の活性化、中学生ボランティア活動の充実などが挙げられます。
●文科省がコミュニティ・スクールへの移行を努力義務としたわけですけれども、学校がその目的を達成するため、地域や学校の実態等に応じ、家庭や地域の人々の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること、また中学校間や小学校、高等学校及び特別支援学校などとの間の連携や交流を図るとともに、障害のある幼児、児童生徒との交流及び共同学習や高齢者などとの交流の機会を設けることなど、文科省の発する文言から受ける内容からは、複雑・困難化する諸課題を解決する特効薬となり得るのか判断つきませんけれども、上尾市としてはいつ移行する計画か、また移行準備状況はどのようになっているか、お聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成30年度を目途に先行実施を行うための準備を進めているところでございます。今年度は、上尾市学校運営協議会検討委員会を設置し、研究を進めてまいります。
●これまで行ってきた開かれた学校を推進する各学校の具体的な取り組みをお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　各学校では、校長の経営方針、児童生徒の様子、学校評価の結果などさまざまな情報を学校ホームページなどで発信しております。また、学校公開日や学校行事などを通して、保護者や地域の方々に積極的に教育活動を公開しております。地域の方にご協力いただく体験的な学習を行っている学校もございます。
●ＰＴＡの法的根拠と、その目的はどのようになっているのか、お聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　ＰＴＡは任意団体であり、法的根拠はございません。その目的は、ＰＴＡは親と教師が協力して、児童生徒の健全な成長を図ることを目的としております。
●現状ＰＴＡ活動に対する問題点を把握をしているか、お聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　ＰＴＡ活動の問題点については、各小・中学校のＰＴＡが、それぞれの組織で検討しながら解決し、活動を進めている状況です。市内33校の小・中学校ＰＴＡで組織する上尾市ＰＴＡ連合会では、研究大会や単位ＰＴＡの会長、副会長などで組織する理事会などの機会に情報を共有し、それぞれの活動の参考にしております。教育委員会といたしましても、ＰＴＡ活動が円滑に進められるよう、上尾市ＰＴＡ連合会と連携し、児童生徒の健全な成長を図るための環境づくりに努めてまいります。
●ＰＴＡ活動の困難さ、大変さは、役員確保の困難、行事のマンネリ化、会員の参画意識の低下など、これはＰＴＡに限らず各種団体も同じ悩みを抱えていると思っております。私が顧問をしております上尾市子ども会育成連合会も同じような悩みを抱えております。では、それらの課題、問題点に対するＰＴＡの組織に対する学校側のサポートはどのように行ってるのか、お聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　学校では、ＰＴＡ会長から保護者へＰＴＡの意義や活動内容を説明し、入会の依頼が行われるよう入学説明会などの場を提供しております。併せて教頭が副会長を務めるなど教職員もＰＴＡの一員として保護者とともに活動しております。
●個人情報保護法についてお聞きをいたします。改正法では、事業者がより積極的に個人情報を活用できるよう、何が個人情報に当たるかを厳格に定めることで、本人が特定できないように加工されれば、個人情報をビッグデータとして利用、活用できるということがあります。商売に利用する方が増えることが予想されます。そのための防止柵が講じられていますが、特に個人情報を第三者に提供する場合は、あらかじめ本人から同意を得なければならない（23条）とあります。無条件で、子どもたちの氏名、住所、連絡先がＰＴＡの組織に提供されているとは思いませんけれども、このような観点から改正個人情報保護法案の適用について、どのようにしていくのかお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　現在、個人情報の取り扱いに十分配慮しつつ、児童の通学班を編成するために氏名や住所などをＰＴＡ役員の方にお見せする場合がございます。今後は、改正法の趣旨を踏まえ、個人情報を保護することの徹底を図ってまいります。
●３点目、部活動についてお聞きをいたします。部活動の意義と学校教育の中での位置付けはどのようになっているか、お聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　部活動には生徒の健全な育成に資するという意義がございます。また、学習指導要領で、学校教育の一環として教育課程との関連が図られるように留意するものとされていることから、本市でも学校教育の一環と位置付けております。
●上尾市内中学校11校の運動部、文化部の設置状況と、子どもたちの所属比率をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　市内の中学校には、陸上部、野球部、サッカー部など13競技の運動部が設置され、文化部は吹奏楽部、美術部、科学部などが設置されております。運動部には約75％の生徒が、文化部には約25％の生徒がそれぞれ所属しております。
●上尾市の中学校では、運動部の指導者は、その競技に経験のある教員が当たっているのか、状況をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　各学校では、その競技に経験のある教員が指導に当たれるように配置を行っておりますが、競技経験の少ない教員が配置される場合もございます。その際、教員が無理なく部活動を担当できるよう、上尾市教育委員会では、技術面や指導面で教員を支援するための部活動支援員を配置しております。平成29年度は、１校に２から８名、総勢45名を配置しております。
●子どもたちは練習の成果を試合で確認したい思いがあります。運動部にはどのような大会があるか、お聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　学校総合体育大会と新人体育大会がございます。
●上尾市で実施される大きな大会の開催場所と開催日程をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　いずれの大会も、市民体育館、上平公園、平塚サッカー場など市内のスポーツ関係施設や中学校を会場として開催しております。また、学校総合体育大会は、６月中旬の平日２日ないし３日間、新人体育大会は10月上旬の平日２日ないし３日間それぞれ開催しております。
●陸上競技に限定してお話をいたしますと、各種大会にはおのおのが所属するクラブ内で競い合って、日々練習を重ね、成績上位者が大会に出場する権利を得る。これがあるべき正しい姿であると私は思っていますけれども、しかし現状では部員全部全てが大会に出場できてしまう、このような姿は、競い合うということの意味がないのではないかとちょっと首をかしげてしまいます。この辺の現状に鑑み、ご見解をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　他者と競い合うことは、より高い水準の技能や記録への挑戦を促し、達成感や充実感を味わうことにつながるものでございます。一方で生徒一人一人の能力に合った運動の機会を確保することは、その楽しさや喜びを味わうことにつながるものとなります。部活動につきましては、生徒の自主性、自主的、自発的な活動と捉え、多様なニーズに応えていくことが大切と考えております。
〔平成２９年６月１５日（木曜日）〕
●平田　通子　議員
	・　東町小のプレハブ校舎の解消を


●東町小は、子どもが微増していました。いつまで使う予定なのかの問いに市は、上尾市全体では人口は減少、子どもの数は減少傾向だから、少子化が進行していくもとでの校舎の建設は難しい、公共施設維持管理計画に従っていくというふうに回答しています。引き続きこの後もずっとプレハブ校舎を普通教室として使う予定です。では、何年このままの状態で普通教室として使う予定なのか、東町小の児童数の推移はどうなっているのかを伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在の児童数は５月１日時点で752名でございます。今後の児童数の推移、予測につきましては、毎年少しずつ減少していく状況であり、５年後の平成34年度では700名程度に減少する予測でございます。
●普通教室としてこのようなプレハブ校舎を使っている近隣の自治体があるのかどうか伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　近隣自治体では、現在伊奈町が児童数の急増に伴い、普通教室としてプレハブ校舎を使用しております。また、県内数市においても普通教室としてプレハブ校舎を使用しております。
●富士見小学校の学童保育所は、校舎の建設と併せて別棟として社会教育施設と一緒に建設をしています。東町小も学童とランチルームを併せて建設をするなど、プレハブ校舎の解消、こういうことをしてプレハブ校舎の普通校舎としての使用をやめることも検討できるのではないでしょうか。その可能性を伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　学童と併せた新たな校舎等の建設につきましては、上尾市全体で見ても年々児童数が減少していることや、上尾市公共施設等総合管理計画の方針からも、現時点において難しいと考えております。
●市長に伺います。マニフェストに「子育て世代を応援します」とあります。市内の子どもたちがどこに住んでいても平等に教育を受ける環境を整えることが市長の責任と思いますが、見解を伺います。
〇市長（島村　穰）　今東町小学校のプレハブ校舎の解消ということでお話がありましたが、市内の子どもたちがどこに住んでいても平等に教育を受ける環境を整えること、これが必要でございます。今後校舎を建築、改築する際には、利便性や快適性の視点も含め、新しい時代を担う子どもたちの教育の場としてふさわしい学校づくりを進めていく考えであるところでございます。今後教育委員会と連携を図りながら良好な教育環境整備に努めてまいる考えでございます。
	・　子どもの貧困対策の充実を


●文科省は就学援助は学校に入ってからの子どもだけではなく、入学予定でも対応できるとし、必要なときに支給をと、３月31日、文科省の通知を出しました。この通知をどう受け止めるのか、検討をされたのか伺います。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成29年３月31日に一部改正されました要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱の趣旨を踏まえ、健やかに育つことができるまちづくりに寄与できる魅力ある施策の一つとして、入学予定者への実施について対応してまいります。なお、平成30年度の入学予定者から実施したいと考えております。
●池田　達生　議員
	・　教職員の長時間過密労働の解消を


●厚労省は１カ月の残業の過労死ラインを80時間としていますが、上尾市の小学校、中学校の実際はどうなっていますか。
〇学校教育部長（今泉達也）　平成28年度の４月、５月、６月に行いました調査によりますと、小中学校ともに長い時間教員が在校しているという実態がございました。
●長時間、過密労働により、教職員の病気が多発しているとの報告があります。教職員の病気休職者は、全国で見ると8,000人、うち5,000人が鬱病などの精神疾患とのことです。過労死や過労自殺に追い込まれる例も増えています。かなりのストレスの蓄積が大きな要因になっていると推測されます。上尾市のこの５年間の精神疾患による急病数の推移を伺います。
〇学校教育部長（今泉達也）　市内教諭が取得する病気休暇のまず内容についてでございますが、けがや病気、産前の体調不良等による一般疾患や精神疾患などでございます。病気休暇者のうち精神疾患による取得者の過去５年間の延べ人数の推移につきましては、平成24年度は３人、25年度は５人、26年度は10人、27年度は７人、28年度は７人でございます。
●12月議会で糟谷議員が長時間労働、学校行事の見直し、部活での改善などを要望しましたが、それ以降、今日までの改善への取り組みについて具体的に伺います。小学校、中学校別に出してください。
〇学校教育部長（今泉達也）　上尾市教育委員会として、最も早い最早入校時刻、最も遅い最遅退校時刻の設定や夏季休業中の学校閉庁日の設定などを行っております。また、小学校では運動競技大会を見直し、練習などにかかる負担を軽減し、中学校では部活動の休養日を設けるなど、それぞれワーク・ライフ・バランスを意識した対策に取り組んでおります。
●最早入校時刻、最遅退校時刻は、それぞれ小学校、中学校では何時と設定していますか。
〇学校教育部長（今泉達也）　今年度４月から最早入校時刻を小中学校ともに午前７時、最遅退校時刻を小学校では午後８時、中学校では午後８時30分としております。
●先ほど小学校の運動競技大会の見直しと言われましたけれども、具体的に伺います。今年度は、どのように見直しをされていますか。
〇学校教育部長（今泉達也）　昨年度まで行われておりました縄跳び大会は、県教委の委託事業であります地域と連携した体力向上支援事業が終了したこともあり、今年度より実施しないことといたしました。また、ドッジボール大会につきましては、従来５、６年生が参加しておりましたが、６年生の体育的行事が多く、担任の負担も大きいことから、本年度より５年生のみの参加としております。そのほか、駅伝大会につきまして、参加チーム数の増加による安全確保が難しいことから、平成29年２月の大会より参加チーム数を縮小して実施しております。
●関連して、小学校の体力づくりの取り組みについて伺います。対象学年と内容を伺います。
〇学校教育部長（今泉達也）　各小学校で主に高学年の児童を対象として、放課後を中心に行われております。内容につきましては、多くの学校がバスケットボールや陸上競技に取り組んでおります。また、体力向上における課題解決に向けて、ドッジボールや縄跳びなどに取り組んだ学校もございます。
●11歳、12歳の子どもたちが６時間の授業を終わってから体力づくりの時間をとっている。この年代で健康的に妥当なのかどうか、これは検討すべきだと思います。答弁をお願いします。
〇学校教育部長（今泉達也）　体力づくりを楽しみにしているという声と参加したくないという声の両方があることを把握しております。体調不良や家庭の用事などがある場合は、学校の判断のもと、休むことが可能であると存じます。
●最近テレビ、新聞などマスコミでも注目して取り上げています。活動時間が長過ぎるという意見が先生や父母から多く出ているということです。文科省も昨年６月７日に部活に休養日の推進の指針を出しています。上尾市では、具体的にいつから、平日、土日での指導をどのようにしていますか。
〇学校教育部長（今泉達也）　上尾市教育委員会では、平成28年度より上尾市中学校長会と連携して、週休日の活動は原則としてどちらかを休みとし、適切な休養日を設定すること、やむを得ず週休日の両日を活動した場合は、その前後の平日を休養日に設定することを推進しております。現状は、大会前日など時期によって差異がございますが、７校が平日に曜日を決めて休養日を設け、また全ての学校が土日のどちらかを原則休みとしております。
●小中学校の教職員の長時間、過密勤務の実態と対策について、教育長の見解を伺います。
〇教育長（池野和己）　各校の実態につきましては、先ほど部長が答弁いたしましたように、昨年度その実態調査を行いました。早い時間から遅い時間まで大変長い時間の在校ということがあることは認識しております。今後ともまた引き続き管理職による入校、退校時刻の把握に努めますとともに、教職員一人一人の自らの働き方に対する意識、これも含めて一人一人の働き方の改善を図るとともに、市内の小中学校全体でワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでまいりたいと思います。
●池野　耕司　議員
	・　運動・スポーツ推進の取組み状況について


●市民体育館の最近の利用状況についてお伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成28年度の市民体育館の各施設の利用状況及び前年度との比較についてでございますが、アリーナは15万4,875人、前年度比101％、柔道場は２万3,830人、前年度比99％、剣道場は３万9,249人、前年度比107％、卓球室は２万8,169人、前年度比92％、体力相談室兼トレーニング室は６万4,073人、前年度比116％となっております。
●利用者の中でもトレーニング室の利用者の増加率が高いようでございますが、利用世代と利用者数の状況についてお伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　市民体育館トレーニング室の平成28年度における世代別利用者についてでございますが、10歳から30歳代２万5,535人、40歳から60歳代３万826人、70歳以上7,712人、合計で６万4,073人でございます。
●利用料収入の推移はいかがでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　トレーニング室の過去３年間の利用料収入の推移についてでございますが、平成26年度719万8,100円、平成27年度725万8,000円、そして平成28年度853万2,500円でございます。
●運動の楽しさを伝え、継続できるように、運動の動機付け手段としての健康、運動、体力づくり指導者も必要と思いますが、市はどのような研修を行っておられますか。
〇教育総務部長（保坂　了）　指導者につきましては、スポーツの実技指導を行うことを職務とした非常勤特別職である上尾市スポーツ推進委員を委嘱し、養成、育成に取り組んでおります。その内容につきましては、平成28年度に障害者スポーツの知識や技能の習得を目的とした研修、またスポーツ推進委員の自主研修として、全身運動の効果が期待できるノルディックウォーキング研修などを開催し、指導力及び資質の向上に努めました。今後もスポーツ推進のために、スポーツ推進委員の指導力及び資質の向上のため、時代のニーズに合わせた研修会などを開催したいと考えております。
●市民がいつまでも生き生きと動ける体をつくるために、ノルディックウォーキングを中心とするシンプルな運動、スポーツは大変私はよいと思っております。市でのポールの購入本数、あるいはこれまでの体験教室や取り組み状況、今後の予定についてお伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　ノルディックウォーキングのポールの購入本数につきましては、平成28年度と29年度に12セットずつ、合計24セット購入いたしました。これまでの体験教室につきましては、教育委員会の主催といたしまして、スポーツ振興課でのノルディックウォーキング教室、大石公民館での初心者ノルディックウォーキング教室、大谷公民館での初めてのノルディックウォークを開催いたしました。また、スポーツ推進委員の自主研修事業としても体験教室を実施いたしました。今後の予定につきましては、地域での指導者を目指す方を対象としたスポーツステップアップ講座、スポーツ推進委員の研修会等での普及活動及びＮＰＯ法人日本ノルディックウォーキング協会と連携し、インストラクターによる体験教室などを開催してまいります。
〔平成２９年６月１６日（金曜日）〕

●井上　茂　議員
	・　新図書館について


●現図書館１階部分のリニューアルについてアンケートをとったと聞いておりますが、その目的は何ですか。また、その結果はどのようになっているかお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　図書館本館の移転に伴い、現在の建物の１階に残る図書館についてのリニューアル計画の検討を進めるに当たり、本館利用者に意見を伺うため、５月17日から30日まで、中学生以上を対象とする一般用、それと小学生に分けてアンケートを行いました。一般用の回答は847件、小学生用は71件の回答をいただいており、現在集計中でございます。
●このアンケートの集約を公開するかどうかについてまずお尋ねしたいと。それから、分館の要望について直接市民の意見を聞く場を設けるかどうかについてお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　集計結果につきましては、ホームページ等で公表してまいります。また、利用者の意見を直接聞く機会につきましては、今後検討してまいります。
●市民の方々がとったアンケート、３月末から５日間、時間帯を変えて実施をしたと、回収数については470人、回収率66％ということです。上平移転の賛否について問うと、反対の方が83％、賛成の方が12％、やはり圧倒的多数の利用者は上平に行くのは困るという意思表示をしているのは実態であります。このアンケート結果についてどのように当局はお考えですか、見解をお聞きいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　出された結果につきましては、参考にさせていただきますが、コメントは差し控えさせていただきたいと思います。なお、新図書館の建設地につきましては、上尾駅周辺から郊外までさまざまな候補地を検討し、それらを総合的に判断して決定してまいりました。また、本事業は、平成26年３月から業務委託費等に議会に諮り、ご承認をいただきながら進めてきております。平成31年度中の開館を目指して進めているところでございます。
●市は、この間一貫して図書館の利用は現在の図書館よりも２倍、90万人に増えるという見込みを再三繰り返して強調してきました。実際に90万という根拠は何だというふうに問うと、上平公園があるとか、それから野球の帰りに寄ってこられるとか、アッピーランドがあるとか、周りの施設のことを挙げて90万になるという数字を上げています。しかし、市民がとったアンケート３番のところで、上平新館へ行く回数は今よりも増えますか、減りますかという問いに対して、かなり減るが56％、少し減るが16％ということですから、72％の人が減りますよと、あまり変わらないというのが20％、かなり増えるという人は２％に、少し増えるが３％というような状況です。これを見てもやはり上平新図書館に利用者数が大幅に増えていくという根拠は、そんなに強いものではないのかなというふうに思います。かなり減ると、あるいは少し減るという人も含めて72％というふうなことが出ているわけですけれども、私がさっき言いました。市の見解はどうでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　アンケート結果につきましては、参考にさせていただきます。なお、新図書館複合施設は、交通アクセスについて考慮し、駐輪場、駐車場の整備をするとともに、敷地内への市内循環バスぐるっとくんの乗り入れを行い、安全性や利便性の向上を図ります。また、複合施設のメリットを最大限生かし、魅力ある事業、サービスなどによって来館者を増やしてまいりたいと考えております。
●分館への優先順位事項についてはどのような見解をお持ちでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　このアンケート結果につきましては、これまでも上尾市の図書館で実施したアンケートでも、やはり図書資料、新聞、雑誌の充実や閲覧席の増加は多くの要望をいただいております。図書館全体の要望傾向と認識しております。
●分館が今現在150平米だというふうに、市は県に出した申請書に書かれています。議会では最大限という言葉を使っております。150平米の広さで可能な本の冊数、新聞、雑誌、椅子、これらの要望にどのように応えられるか、どのように思っておられるか、見解をお聞きいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　現図書館本館に残す図書館部分の内容につきましては、他の分館とのバランスを考慮しながら今後検討してまいります。
●市民の方が「あなた市長になったつもりで考えてください」ということで、今の図書館問題で何が必要かということを問うています。市長になったつもりで考えた人のグラフです。一部増改築が27％、建て替えが22％、分からないという人が16％、分館を充実するというのが８％。どの回答よりも小さいのが５％、上平移転という結果であります。このことについて市長としてどうお思いですか。ご見解をお聞きします。
〇市長（島村　穰）　先ほど担当から申し上げました答弁と同様に、出された結果についてはコメントを差し控えさせていただきたい。ただ、やはりいろんな形の中で皆さん方に、箇所を幾つ幾つと今言っていますけれども、いろんな形があって、その中で全部やって、その中で選ばれたということでございますから、上尾市全体の中でその上尾のところがあったということである。ですから、そのことを皆さん方も考えていただきたいと思います。
●最適化債の要件は何ですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在では、その最適化債というその名前自体が公共施設等適正管理推進事業債というふうに変わっておりますが、この要件につきましては３点ございまして、１点目が公共施設等総合管理計画、個別施設計画に基づいて行われること、２点目として、公共施設の集約化事業、または複合化事業であること、３点目として、全体として延べ床面積が減少すること、この３点でございます。
●最適化債の要件として、図書館面積が１平米でも減ればいいということで、現図書館を残してよいのかというふうに言っているのです。133、150ではなくてね。そうしたら、上尾市公共施設管理計画に基づくことが前提ですと、新図書館の面積2,137の床面積プラス現図書館本館に残す図書館部分の床面積、現図書館の床面積だと、上平図書館の面積は133、合計した面積には入るのでしょうか、入りませんと。それなら2,379から2,137引けば242残るではないかと、240まで分館を残せますよねと言ったら、いや最大限残しますというふうに言ったのです。これがこの下に「あんたら何考えているんだ」というふうにやゆされたのです。こんな情けないことを市議会でやっていてどうするのだということであります。お聞きしたいのですが、そういう説明を、要するに市議会には図書館面積を縮小する必要があると説明してきましたが、もう一度聞きます。要件は何なのか。最適化債の申請に当たっての要件は何なのか。
〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設等適正管理推進事業債は、公共施設等総合管理計画、個別施設計画に基づいて行うことを前提としています。上尾市の公共施設等総合管理計画では、公共建築物の更新、建て替えについては、全体的な総量縮減を図るため必要とされる部分のみを対象として、原則として現状の規模の同等以下としますというふうに定めておりますことから、整合性を考慮して、新図書館複合施設の図書館専用面積の床面積と現図書館本館に残す図書館部分の床面積の合計が、現図書館本館の床面積と比べて減少する必要があるということです。

●最適化債をもらわなければ5,000平米の図書館を単館ということの前提方針は、公共施設の総合管理計画に基づかなくてもいいということになります。その辺どうでしょう。
〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設最適化事業債を活用するか否かにかかわらず、上尾市公共施設等総合管理計画との整合性を図る必要があると考えます。
●最適化債の計画書の事業実施後の状況、旧図書館というのがあります。皆さんの資料の右の上です。これは、市が埼玉県に提出した最適化債の状況です。従前の事業前の状況、それから事業実施後の状況というふうにあります。番号が振ってあります。事業実施後は、７、２ということであります。最適化債の計画書の状況で見れば、旧図書館の利用方法は、最適化債は規制するものではないというのが一つ確認されたのですが、その辺についてはどうでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設等適正管理推進事業債の要件は、全体として延べ床面積が減少することでございます。現図書館の面積の内訳を増減することまでは、埼玉県では制限しておりません。ただし、本事業は、上尾市公共施設等総合管理計画に基づいて実施しなければなりませんので、現図書館本館に残せる図書館の面積についても、その計画との整合性を考慮する必要があるということです。
●旧図書館の利用方法まで、内容まで最適化債は制限を加えていないよということについて、イエスかノーかでお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　イエスかノーかということであれば、イエスでございます。しかし、あくまでもただしということがつきます。繰り返しになりますが、本事業は、上尾市公共施設等総合管理計画に基づいて実施しているということです。したがいまして、現図書館本館に残せる図書館の面積についても、その計画との整合性は図らなくてはならないということでございます。
●では、起債計画に記載した図書館分の面積150平米の根拠を示してください。
〇教育総務部長（保坂　了）　現図書館本館に残せる図書館の床面積は、本館１階の児童エリアを念頭に置き、平成28年度の起債計画書の提出時は、新図書館複合施設の図書館専用部分の床面積が確定していない中で、上尾市公共施設等総合管理計画との整合性を図ることを考慮し、150平米と想定したところでございます。
●それでは、最適化債の申請年月日はいつですか。また、基本設計で新図書館の面積が確定したのはいつでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設最適化事業債の申請日は、平成28年５月13日、基本設計における新図書館複合施設の面積が確定したのは、平成28年３月31日の業務完了日でございます。
●私、市町村課の人にもう何回も聞いたのです。私は、こういうふうに理解していたのですよと、市もそういう説明なのですよ。つまり、皆さんが資料に書いてある従前の事業実施前の状況と事業実施後の状況、この中で図書館が2,379あるのが新図書館が実施後は2,138、だからこの残りしか分館として使えないというふうに理解していたのですけれども、どうでしょうかと言ったら、いやそういうことではありませんよ、この最適化債というのは、私が丸印つけました。4,759という事業実施前の面積を１平米でもこの総体の中で減ればいいのですと、これはこの中の振り分けというのは、上尾市さんが独自で考えることで、最適化債の要件ではありませんというふうにはっきり言われました。そう理解していいのですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　先ほどとちょっと繰り返しになりますけれども、公共施設適正管理推進事業債の要件は、全体として延べ床面積が減少することでございますので、現図書館の面積の内訳を増減することまでは制限されておりません。しかしながら、本事業は、上尾市公共施設等総合管理計画に基づいて実施しておりますので、現図書館本館に残せる図書館の面積につきましても、その計画との整合性を考慮する必要があるということです。
●３つある倉庫とはどのようなものを収納しているのかお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　文化財収蔵庫には歴史的価値のある文化財、市民倉庫には市民が主催、共催するイベントに供する物品等、原市資料室には、歴史資料等を収納してございます。
●現図書館に入る教育関係施設とは何を想定していますか。
〇教育総務部長（保坂　了）　計画書にあります除却を予定する３つの施設の文化財や資料等を収納する収蔵庫として検討しております。
●市街地の中心部の場所を倉庫として528平米使うということは、市有財産の有効活用という観点から、どう思いますか。市民の理解が得られると思いますか。
〇教育総務部長（保坂　了）　現図書館本館の地階は書庫となっており、構造、設備の状況から、現状の書庫としての特性を生かした利用が妥当と考え、市民の皆様にもご理解いただけるものと考えております。今後も引き続き市有財産を最大限有効活動できるよう検討してまいります。
●例えば貸倉庫、地下貸しますよという倉庫にしたら、幾ら入ると思いますか。賃料は幾らぐらいでしょうね。計算したことありますか。
〇教育総務部長（保坂　了）　先ほど答弁したとおりですが、現在図書館本館の地階は閉架書庫となっております構造、設備の状況から現状の書庫としての特性を生かした利用が妥当と考えております。賃料につきましては、貸すことを想定しておりませんので、試算まではしておりません。
●24年度から候補地を選定してきたと説明しましたが、最初の会議はいつでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　24年度から候補地の検討をしてまいりましたが、具体的に地権者の意向を聞きまして選定したのは、平成25年11月からとなり、最終的に４候補地に絞ったのは、平成26年１月の政策会議で提案したときでございます。
●４候補地で絞って、最終的には26年の１月の政策会議だというふうに分かりました。埼玉県との相談をしています。先日、糟谷珠紀議員もその相談記録に基づいて見解をお伺いしていますが、そこでは25年11月29日、ですから政策会議のずっと前です。では、起業地の範囲は確定していないが、場所は変更することはないというふうにおっしゃっているのですけれども、そのことと矛盾しませんか。
〇教育総務部長（保坂　了）　ここでは、建設候補地の一つであることを変更することはないということですので、反しておりません。
●起業地の範囲、つまり範囲です。範囲はまだ確定ではないが、場所は変更しないというふうに言っているのです。間違いなく言っているのです。これと矛盾するでしょうと言っているのです。今の答弁では納得できないです。どうでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　それにつきましては、県のご担当の方がつくりましたメモというふうに理解しており、市の担当とその会議録について照合しているわけではございませんので、ご理解願いたいと思います。
●図書館の床面積4,000平米から5,000平米、平置き駐車場100台、これを前提に選定してきたと、これを前提とするということを決定した会議はいつですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　会議により決定したものではなく、平成24年度に新図書館の構想を検討するに当たり、延べ床面積については、日本図書館協会、図書館政策特別委員会によります公立図書館の目標とする基準というのがございまして、こういったものを参考に5,000平方メートル程度が適当と判断したものです。また、駐車場につきましては、これまで以上に市内全域からの利用者が増えると見込んで100台程度の駐車場が必要と考え、検討してまいりました。
●深山議員の答弁に、候補地の一つに上がったのは８月だというふうに答弁したので、すぐ私はそれはいつの会議で、どういう会議だというふうに言ったら、記録はないという話をした。それを市民の方が市長へのはがきで、登記簿謄本はとったというふうに回答しているとおっしゃっていました。面接して見せてくれと言ったら、廃棄したというふうに言われたと、これ本当ですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成25年11月に土地所有者のところへ意向を伺いに行く前に、最新の登記簿謄本を確認する必要があったため、新たに取得しました。最新の登記簿謄本を取得しましたので、古いものは廃棄したということでございます。
●最初に上平の土地を候補地の一つだと聞いたのはいつですか。
〇市長（島村　穰）　平成25年８月ごろであったと思います。
●鈴木　茂　議員
	・　子どもの居場所づくりと貧困対策について


●放課後子ども教室とはどんな施策でしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　埼玉県が実施している放課後子ども教室推進事業は、放課後や週末に小学校の余裕教室などを活用し、地域の方々の参画を得て、子どもたちが勉強やスポーツ、文化活動、地域住民との交流活動などの取り組みを推進するものでございます。この事業は、放課後等における子どもたちの安心安全な活動場所を設ける「放課後子ども教室」土曜日に社会人や企業の参画を得て、子どもたちの活動を支援する「土曜日の教育支援」地域の人材を活用し、学力向上に課題を抱える中学生を支援する「中学生学力アップ教室」の取り組みがございます。
●県内の実施状況はどうなっているでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　放課後子ども教室推進事業の中で、平成28年度に件の補助を受けて放課後子ども教室を実施しているのは、県内で37市町でございます。
●配布した資料の１をご覧になってください。平成27年度に行っている放課後子ども教室の市が紹介されております。近隣の市町村をはじめほとんどの自治体が実施していることが分かるわけです。さて次は、実施した場合の補助金はどうなっているのでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　補助金は、市町村が地域の実情に応じて積算した額のうち、知事が認めた額の３分の２を上限として補助金が交付されます。
●平方北小の児童数、学級数、空き教室の数を教えてください。
〇教育総務部長（保坂　了）　平方北小学校の児童数は、５月１日現在204人でございます。また、学級数は10クラス、余裕は教室につきましては、７教室でございます。
●平方北小学校は、この適正規模から外れていると思います。第８次行政改革大綱の歳出全般の効率化の中の学校余裕教室の活用の中で、少子化の進行に鑑み、学校余裕教室等を有効活用する必要がある。取り組み内容では、放課後児童クラブ等の設置を含め、学校余裕教室の活用について検討すると書かれています。平方北小学校の学童保育とこの上尾市行政改革大綱は矛盾すると思いますが、いかがでしょうか。また、今後の学童保育を新設する場合はどのようにする方針なのか、お聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　今回、平方北小学校の学童保育所設置に際して、上尾市行政改革大綱の方針に基づき、施設の有効利用や経費削減の観点から、学校余裕教室等の活用を図るべく校内設置に向けての検討は行ってまいりました。しかしながら、学校の管理運営上の観点、児童の安全確保の面、さらには各教室の配置状況等を考慮し、余裕教室等を活用した校内配置は難しいと判断したものでございます。学校は、教育活動の場であるため、管理上の面を考えますと、学校空間と学童保育所空間を分離することが望ましいと認識しております。学校管理上において、児童の安全確保や出入りなどの動線の分離を考えますと、校舎１階への学童保育所の整備が望まれるところです。しかし、平方北小学校の校舎１階には、南校舎に職員室や特別教室が配置され、北校舎には十分な配慮が必要となる１年生のクラスや特別支援学級が配置されていたことから、校舎内１階への整備は困難な状況でございました。また、２階以上の校内整備についても階段や廊下の出入りを分離することが難しいことや、既存教室の配置を変更することについても、学校運営上困難であったため、現在の場所での学童保育所整備に至ったものです。今後も学童保育所を校舎内に設置する計画が生じた場合、上尾市行政改革大綱にのっとり、学校の管理運営状況と児童の安全確保の課題を丁寧に調整しながら、余裕教室等の活用を進めてまいります。
●先ほどの例や子どもの居場所づくり、空き教室の有効利用という観点からも、上尾市においても放課後子ども教室を導入すべきと考えますが、ご見解をお願いします。
〇教育総務部長（保坂　了）　少子化の進行に鑑み、子ども居場所づくりに学校の余裕教室等を活用することは、必要性があると考えます。こうした中、市内小学校の余裕教室を活用した放課後子ども教室事業を実施するには、子どもが活動できる部屋やスタッフルームとしての転用可能な教室の長期的な確保、学校の管理運営上の問題、コーディネーター、有償ボランティアなど大勢の人材の確保など、多くの課題もあると考えております。なお、市では、放課後子ども教室推進事業の中の「土曜日の教育支援」の枠組みの中で、土曜日や長期休業中に市内各公民館において、子どものための事業を実施しているところでございます。
●子どもが活用できる部屋やスタッフルームとしての転用可能な教室の長期的な確保、学校の管理運営上の問題、コーディネーター、有償ボランティアなど大勢の人材確保など多くの課題があることから、放課後子ども教室の実施は難しいとの回答ですが、文部科学省や埼玉県が推奨し、３分の２から４分の３も補助金が出るわけです。埼玉県内の市の数は40ですが、そのうち37の市や町が実施しており、桶川、北本はじめ近隣のほとんどの自治体が実施しているにもかかわらず、実施ができないという上尾市の特別の事情があるのかお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　上尾市における学校の余裕教室を利用した放課後子ども教室につきましては、先ほど申し上げましたさまざまな事情により、現在のところ実施に至っておりません。今後は、他市の事例などを参考に、本市での取り組みについて研究してまいりたいと考えます。
●文部科学省においても学校支援地域本部等を活用した学習を遅れがちな中学生を対象とした学習支援の充実を図っているところです。このため地域の実情に鑑みながら、生活困窮家庭であって学習が遅れがちな児童生徒等に対する学習支援として、どのような事業の組み合わせが効果的なのか、それぞれの事業の対象者や支援内容等を踏まえつつ、自立相談支援機関と教育委員会が互いの事業の内容や実施状況を把握し、連携を図っていただくようお願いしますと書かれています。そこで、この通知のように学習支援担当部局と教育委員会との連携が十分に図られていると考えているか、担当部局と教育委員会の両者のご意見をお聞かせください。
〇学校教育部長（今泉達也）　上尾市教育委員会では、教育センターに３人のスクールソーシャルワーカーを配置し、福祉部局をはじめとする関係機関等とのネットワークを活用して、児童生徒が置かれたさまざまな環境に働きかけ、その背景にある家庭の状況を把握し、適切に対応しております。今後、教育センターといたしましても、こども支援課、生活支援課との情報交換を行うことで、さらに連携を強めてまいります。
●中学校の現場の先生方は、この学習支援事業をどの程度知っており、またどのような認識を持っておられるのでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　生活保護家庭やひとり親であることなどは、学校教育を進める上で極めて配慮すべき個人情報でございます。各学校で教職員がそのことに関して直接当該生徒に対応することは差し障りがございます。また、当該生徒に教職員が直接働きかけることにつきましては、生徒自身にも保護者にもさまざまな受け取り方がございますことから、学校において周知することは差し控えてございます。
●担任の先生が進路の面談等で、この事業を正しく把握しているのとしないのでは、対象の子どもたちの将来に大きな差があると思うのですが、いかがでしょうか。
〇学校教育部長（今泉達也）　各中学校では、家庭の状況にかかわらず、担当教員が生徒一人一人の学力や学習状況などをもとに、本人の希望、保護者の願いを十分考慮した上で、進学、就職に向けた情報提供、進路相談を行っております。今後も子どもたちの将来の可能性を広げられるよう、適切な進路指導に努めてまいります。
●子どもの居場所づくりでは、小学校の空き教室を使った放課後子ども教室を実施し、学習支援教室では、地域の方やボランティアの大学生を見込んで、最終的には空き教室を使って全ての中学校で実施するのが理想と考えますが、池野教育長のお考えをお聞かせください。
〇教育長（池野和己）　少子化の進行に鑑み、子どもの居場所づくりに学校の余裕教室等を活用することは必要があると考えております。しかし、先ほど部長の答弁でも申し上げましたとおり、現在、子どもが安全に活動できる部屋の長期的な確保、学校の管理運営上の問題、必要な人材の確保などの多くの課題があるのも事実でございます。上尾市では、放課後子ども教室推進事業の中の土曜日の教育支援の枠組みの中で実施しているところでございます。今後は、他市の事例なども参考にしながら、放課後子ども教室についても研究してまいりたいと存じます。また、学習支援教室につきましては、現在全ての中学校で定期試験前、長期休業期間等を中心に、教室や図書室において教員が学習支援を行うなど、全市的な補充学習を進めているところであります。これは学校に通っている全ての生徒を対象に進めたいと思っております。さらに、パソコン教室を開放して、eラーニングと申しますソフトを使いまして、補充教室を放課後に開催している学校もございます。基礎的、基本的な学力の定着は、全ての子どもに大切なことであります。上尾市教育委員会といたしましては、全ての生徒が確かな学力を身につけることができるよう、学校教育という立場で今後も学習の機会を広げられよう努めております。
●今回の私の質問の趣旨である子どもの貧困についての池野教育長の個人的見解でも構いませんので、お考え、お気持ちをお聞かせください。
〇教育長（池野和己）　教育を受ける機会の均等を考えていく上で、家庭の経済状況が子どもたちにさまざまな影響を及ぼしていることにつきましては、ゆゆしき問題であると考えておりますことから、福祉関係機関との連携に努めてまいりたいと存じます。
　　併せて、当該児童生徒の保護者に対して引き続き公的扶助を充実させる必要があると、また考えております。教育委員会といたしましては、経済状況などの家庭に起因する影響、子ども自身の努力ではいかんともしがたい生まれ育った環境の違いに左右されることないように、子ども一人一人が自己実現を図ることのできる質の高い教育を受けられる教育環境を整えるため、引き続き努力してまいりたいと存じます。
●小林　守利　議員
	・　教育問題


●茨城県取手市で2015年11月に中学３年生の自殺がありました。この問題で取手市教育委員会の取り組みについて、今社会問題となっており、取手市教育委員会が取り組んだ第三者委員会が解散し、新たなメンバーにより第三者委員会が設置されるようですが、改めていじめ問題の難しさが分かった感があります。１点目、いじめの問題はさまざまな形態があると思う中、上尾市教育委員会として何をもっていじめと判断していくのか、お聞かせ願います。２点目、学校において、現在いじめあるいはいじめの傾向や小さなもめごとがあるかお伺いします。３点目、子ども同士のいじめはなかなか発覚しづらいと考えますが、隠れたいじめの状況を感じられるかお伺いします。
　学校給食は、子どもたちにとってとても楽しみな時間であり、大切な栄養をとる上でも必要不可欠なものであります。新聞報道などによりますと、近年の食生活の欧米化や生活環境の変化により、アレルギー発症原因が多様化し、原因の特定や治療がより複雑化してきております。重篤な症状を発症することもあると聞いております。このような状況の中でも、小・中学校は安全で安心な学校給食を提供し続けなければなりません。特に小学校低学年の子どもたちは、食べてよい、悪いの自己判断が難しいのではないかととても気がかりなところであります。そこで、伺います。１点目、現在の上尾市における小学校給食の食物アレルギーに対する取り組みについてお聞きします。２点目、３月定例議会で取り上げられていましたが、食物アレルギーの予防、対策を講じる上で、栄養教諭、学校栄養職員が担う役割が非常に大きなものと考えますが、その業務内容についてお伺いします。３点目、県内の市町村では、市の予算で小学校に学校栄養職員を採用しているところがあるということを聞いておりますが、その採用状況及び上尾市の状況をお伺いします。
〇学校教育部長（今泉達也）　大きな項目の４番目、教育問題について、いじめ問題と安全な給食のアレルギー対策に関連して、３点ずつご質問をいただきましたので、順次お答えを申し上げます。　初めに、いじめ問題についての１点目、いじめを認知する判断についてでございます。平成25年いじめ防止対策推進法が制定されました。この法律は、何をもっていじめと判断するのか、いじめの認知の判断について初めて国が定めた法律でございます。この法律で大切なことは、その行為がいじめであるかないかにかかわらず、その行為を受けた児童生徒が心身の苦痛を感じているのであれば、いじめと認知して対応することになった点でございます。上尾市教育委員会におきましても、この法律に基づいて判断しております。次に２点目、現在のいじめの状況についてでございます。昨年度、上尾市内の小・中学校において、いじめと認知した件数は、小学校20件、中学校33件でございました。子ども同士の人間関係の中では当然のことながら、小さなもめごとなどが日常的に起こりますが、各学校ではその場での迅速な対応、指導に努めております。また、いじめの問題に関して、学校教育で最も重要なことは、いじめが起こってから対応することではございません。そもそも道徳や特別活動などの授業を中心に、教育活動全体を通して豊かな心を育む教育の充実に努めることが最も肝要なことでございます。次に、３点目、隠れたいじめの状況についてでございます。学校では、いじめの早期発見に努めておりますが、スマホや携帯電話などの普及もあり、いじめが表にあらわれてこない状況が現実的にございます。各小・中学校では、毎月行う児童生徒を対象とした学校生活アンケートや学期ごとに行う保護者を対象とした子どものサイン発見アンケート、児童生徒の学級満足度や学級内の人間関係を把握するためのハイパー級友調査を実施するなど、児童生徒のいじめに関する状況を把握しております。また、近年問題となっています、いわゆるネットいじめの対策として、上尾市教育委員会では毎月学校ネットパトロールを実施して、学校に情報を提供したり、情報モラル教育を充実させるための研修を実施したりするなど、隠れたいじめを見逃さないように取り組んでおります。
　　次に２つ目、安全な給食のアレルギー対策についての１点目、現在の上尾市における小学校給食の食物アレルギーに対する取り組みについてでございます。各学校では、対象となる児童の保護者との面談を実施し、児童一人一人のアレルギー症状を把握しております。また、管理職をはじめ担任、栄養教諭、学校栄養職員、養護教諭などが情報を共有し、事故が起こらないよう学校全体で取り組んでおります。さらに、教育委員会では、平成28年度、食物アレルギーの配慮が必要な児童について、献立決定から給食を提供するまでの手順を整理いたしました。そして、今年度、市内の全小学校で共通した対応ができるよう、小学校給食食物アレルギー盛り付け表作成手順を策定し、各学校が運用を開始しております。アレルギー対応マニュアルにつきましても、文部科学省並びに埼玉県のマニュアルを参考に現在策定作業を進めておるところでございます。次に２点目、栄養教諭、学校栄養職員の業務内容についてでございます。食物アレルギーや肥満、偏食などの児童に対する個別指導や食育の一環として教科、学級活動、学校行事などの時間に、学級担任等と連携し、食に関する正しい知識を身につけさせるための指導を行っております。また、適正な栄養摂取量を計算した献立の作成、物資の選定、調理指導、検食、衛生管理など多岐にわたる業務を行い、安全安心な給食を提供しております。次に３点目、市の予算で学校栄養職員を採用している県内の市町村及び上尾市の状況についてでございます。埼玉県内で市の予算で学校栄養職員を採用し、小学校全校に配置している市町は、北本市、志木市、和光市などでございます。また、全校配置ではございませんが、春日部市、戸田市、深谷市などが市の予算で栄養職員を採用しております。本市におきましては、埼玉県教育委員会から小学校22校のうち14校に栄養教諭または学校栄養職員が配置されておりますが、８校につきましては配置がなく、管理職や担任を中心に食物アレルギー発症の防止に努めているところでございます。
●実は私は親として子どものつらい経験を目の当たりにしてきたからです。私の子どもが受けたのは、子ども同士のいじめではありません。大人の接し方によるものでありまして、半年近く無視させるという経験をいたしました。陰湿な接し方を受けた子どもの心はずたずたにされ、部屋の隅で親に背を向け、本を読んだり、一人でゲームをしたりと、今までにない行動をとりました。親としてどのように対応すればよいのか考えさせられました。二度と経験をしたくないと強い思いでいじめ問題に取り組んできました。ここで、教育長に伺います。今、さまざまないじめが存在する中、教育委員会としていじめのない学校を実現するためにどのような指導をされているか、お聞かせ願います。
〇教育長（池野和己）　小林議員さんから教育問題のうちいじめ問題の対応について再質問をいただきましたので、お答えを申し上げます。いじめは、受けた子どもの心身の健全な成長、ひいては人格の形成にまで重大な影響を及ぼすものであり、その根絶に向けた取り組みは何より最優先されるべき最重要課題であると受け止めております。いじめ問題への対応は、常にいじめはどの学校にもどの子にも起こり得るという認識に立ち、いじめの未然防止や早期発見、早期解消に組織力をもって当たることが肝要と存じます。このことは、市内33校の全ての小・中学校で遺漏なく実施してもらわなければならないものでありますことから、昨年10月、11月の２回にわたり校長会議、教頭会議において、私から校長及び教頭に指導、指示いたし、各校長から市内の全教職員へと周知徹底を図ったものでございます。具体的には、嫌な思いをして悩んでいる児童生徒に気づき、早期に対応するため、いじめであるか否かといった行為の真偽にこだわるのではなくて、第一義的に受けている児童生徒の気持ち、心が傷ついているという事実にこそ注目し、早期に適切な対応をすることの重要性をまずは校長、教頭が理解し、各校の全教職員への周知徹底を指示したものでございます。また、いじめを受けている児童生徒の中には、周囲に相談せず、その苦痛を表情に出さず、大丈夫であるかのように振る舞う場合があること、人に伝えたときには既にいじめは進行していることも想定し、ささいな変化に十分配意し、何かおかしいなと感じたことは、自分の中にとどめてしまわず、必ず複数の先生に伝えるなど、児童生徒一人一人を守る適切な対応をとることをお願いをいたしました。
　さて本市では、平成19年度に行われました第17回上尾子ども議会の折に、当時の小学６年生22名によりいじめをなくす宣言がなされ、今年度はちょうど10年目に当たりますことから、いじめはしません、いじめは許しません、いじめのない学校をつくりますをここで改めて全市的に再確認する催しも今年度実施してまいります。教育委員会といたしましては、インターネットやメールなどを通じたものなど、表に見えにくいものも含め、いじめのない学校の実現を目指し、今後とも各小・中学校を支援しつつ、ともに努力してまいる所存でございます。

